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表紙

上記事項につきましては、法令および当社定款第17条の規定に基づき、書面交
付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書
面）への記載を省略しております。

第94回定時株主総会
その他の電子提供措置事項（交付書面省略事項）

業務の適正を確保するための体制および運用状況の概要

連結注記表

個別注記表

東京応化工業株式会社
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業務の適正を確保するための体制および運用状況の概要

業務の適正を確保するための体制および運用状況の概要
⑴　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を
確保するための体制

　当社は、上記体制につきまして、取締役会において次のとおり決議しております。

【取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制】
①　当社グループは、行動規範としてのCSR方針（人権、倫理・腐敗防止、環境、労働安全衛生､
CSR調達に関する方針）を制定し、当社グループ役職員に当該方針内容の周知徹底を行うととも
に、当該方針の下、全ての役職員が法令、定款、社内規程等を遵守するコンプライアンス体制を
確立する。
②　当社の取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、当社グループ全体の法
令・CSR方針・社内規程違反等への対応を図る。
③　当社のコンプライアンス委員会において定期的に子会社におけるコンプライアンス上の問題を
確認し、報告を受ける体制を構築する。また、当該報告を踏まえ、必要に応じて、当社から子会
社に対し指導・教育を行う。
④　当社グループは、法令・CSR方針・社内規程違反等の事実の早期発見・解決を図るため、役職
員等が通報を行うことができる内部通報制度を設けるとともに、当該通報制度利用者が不利益な
扱いを受けることのない体制を構築する。
⑤　当社の取締役の職務執行の適法性を確保するため、当社と利害関係のない社外取締役を全取締
役の３分の１以上置く。
⑥　当社グループにおけるCSR方針に基づき、環境保全・安全衛生に配慮した事業活動を推進す
る。
⑦　当社グループにおける財務報告の信頼性を確保するための体制の整備・充実を図る。
⑧　当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関わりを持た
ず、また、不当な要求に対しては断固としてこれを拒絶する。
⑨　当社の内部監査部門は、子会社からの報告を基に、グループにおける内部統制評価を行い、そ
の結果を当社役員に対して報告する。また、当該報告を踏まえ、必要に応じて、子会社に対して
内部統制に関する助言・指導を行う。
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【当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制】
①　取締役会議事録、稟議書等重要な意思決定に係る情報を適切に保存し、管理する。
②　取締役は、これらの情報に係る文書または電磁的媒体（以下、｢文書等」といいます｡）を常時
閲覧できるものとする。
③　経営企画本部長を委員長とする情報管理委員会を設置し、当社グループにおける有用な情報資
産の保護および管理を行い、かつ適切な情報資産の共有を図る。

【損失の危険の管理に関する規程その他の体制】
①　当社の取締役社長を委員長とするリスク管理委員会を設置し、当社グループの事業継続計画の
策定を行い、全役職員へ周知・徹底するとともに、平時における危機（リスク）の事前予知、予
防措置・未然防止策の確立および緊急事態発生時の迅速・的確な対応を図る。また、海外子会社
に対しては、現地特有のリスクに配慮しつつ、指導を行う。

②　当社が保有する金融資産の保全および効率的な運営を行い、財務リスクから当社の資産・負債
と利益の効率的かつ機動的な保全を図るとともに、子会社に対し、内在する財務リスクの軽減策
等の指導を行う。

【取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制】
①　当社グループの中期計画を策定し、グループ全体の重点経営目標および予算等を事業年度毎に
定めるとともに、定期的にグループの経営方針等を共有する体制を構築する。
②　当社の経営意思決定・経営監督および業務執行の各機能の強化と責任の明確化を図るため、執
行役員制度を導入する。
③　当社の取締役会における意思決定の効率的な執行を担保するため、｢取締役会規程」等に基づ
き、取締役の職務執行ルールを明示するとともに、｢執行役員会規程｣、｢職務権限規程」等の厳
正な運用に努める。
④　グループにおける権限および意思決定プロセスを定め、子会社にこれに準拠した体制を構築さ
せる。
⑤　当社に子会社担当役員を置くとともに、子会社管理の担当部署を設置する。
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【当社グループにおける業務の適正を確保するための体制】
　当社グループの取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関しては、子会社の営業成
績、財務状況その他の重要な情報について、当社役員への定期的な報告を義務付けるとともに、子
会社における経営判断上重要な一定の事項については、当社の指導・承認を得ることとする。ま
た、必要に応じて子会社管理の担当部署が報告内容等を確認する。

【監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項】
　監査等委員会の職務を補助すべき専任または兼任の使用人を適切に配置する。

【監査等委員会の職務を補助すべき使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く｡）からの独立
性および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項】
　監査等委員会の職務を補助すべき使用人は、必要な調査権限・情報収集権限を与えられる。ま
た、当該使用人の人事異動および考課について、事前に監査等委員会の同意を得るとともに、当該
使用人が監査等委員会の指揮命令に従う体制を構築する。

【取締役（監査等委員である取締役を除く｡）および使用人が監査等委員会に報告をするための体制
その他の監査等委員会への報告に関する体制】
①　監査等委員は執行役員会その他重要な会議に出席できるものとし、また、グループの役職員は
次の事項を監査等委員会に報告または提供する。
(ｲ）会社に著しい損害を与える事項が発生しまたは発生するおそれがあるときは、当該事項
(ﾛ）法令・定款等に違反するまたは不正な行為を発見したときは、当該行為の内容等
(ﾊ）重要な意思決定に係る文書等
(ﾆ）内部監査部門が実施した内部監査の結果
②　当社グループは、内部通報の状況を定期的に当社の監査等委員に報告するとともに、報告者が
報告したことを理由に不利益な扱いを受けることのない体制を構築する。
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【監査等委員の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項】
　監査等委員の職務の執行について生ずる費用等を円滑に支弁するため、各事業年度において予算
を確保する。また、有事・緊急時など監査等委員が必要とする場合には、予算外の監査費用の前
払・償還に応じる。

【その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制】
①　取締役社長との定期的な意見交換会を開催する。
②　内部監査部門および会計監査人と定期的に情報・意見の交換を行うなど相互に連携を図る。
③　役職員の監査等委員会監査に対する理解を深め、当該監査の環境を整備するよう努める。
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⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当該体制の運用状況の概要は、次のとおりであります。

【コンプライアンス体制】
①　｢コンプライアンス規程」に基づき、コンプライアンス委員会を開催し、その活動内容の概要
を取締役会に報告いたしました。
②　当社グループにおける内部通報制度の運用を継続的に実施いたしました。また、当社において
は、改正公益通報者保護法の施行を踏まえ、｢コンプライアンス規程」および「ハラスメントに
関する細則」を改定し、内部通報制度の一層の充実を図りました。
③　国内拠点および海外子会社においてコンプライアンス意識の醸成等を目的としたCSR教育を実
施するなど、当社グループ全体のコンプライアンス意識の向上を図りました。
④　当社グループにおける「CSR方針（人権、倫理・腐敗防止、環境、労働安全衛生、CSR調達に
関する方針)」に基づき、法令遵守体制の強化ならびに環境保全・安全衛生に配慮した事業活動
の徹底に向けた取組みを推進いたしました。

【情報の保存および管理体制】
①　｢情報管理規程」に基づき、情報管理委員会を開催し、その活動内容の概要を取締役会に報告
いたしました。
②　｢文書整理保存規程」に基づき、取締役会議事録、稟議書等重要な意思決定に係る情報を種類
毎に保存期間を定め、適切に保存・管理しております。
③　当社グループにおける有用な情報資産の保護、管理等に向けたリスクアセスメントや社内教育
の実施とともに、当社グループ全体でのサイバーリスクへの対策強化を進め、より強固な情報管
理体制の構築に努めました。

【リスクマネジメント体制】
①　｢TOKグループリスク管理規程」に基づき、TOKグループリスク管理委員会を開催し、その
活動内容の概要を取締役会に報告いたしました。
②　事業継続計画および国内・海外の初期行動指針の定期見直しを実施いたしました。
③　｢財務リスク管理規程」に基づき、取締役会において当社グループ内での財務リスク状況の報
告を行うとともに、年次の対応方針を付議し、決定いたしました。
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【効率的な職務執行体制】
①　2024年度を最終年度とする３カ年の中期計画「tok中期計画2024」の進捗管理を定期的に行
い、取締役会に報告いたしました。
②　取締役会（当事業年度中に計16回)、執行役員会（当事業年度中に計15回（書面決議１回を含
む)）において、各付議事項を審議し、効率的な意思決定を行いました。
③　当社グループ内でのグループ共通の課題に対する審議や情報共有を目的に、各種会議を定期的
に開催し連携を図っております。

【業務執行の報告およびその他のグループ内部統制体制】
①　｢子会社管理規程」に基づき、子会社から月次業務報告書の提出を受けております。加えて､
　海外子会社から年次報告を受けております。
②　当社と子会社との一体性を確保し、当社グループの企業価値向上とリスクの低減を図ることを
目的とした「TOKグループGMS（グループマネジメントシステム）規程」に基づき、GMS活動
を推進いたしました。
③　｢財務報告に係る内部統制に関する基本方針」に基づき、内部統制評価を年１回実施し、内部
統制委員会に報告するとともに、その概要を取締役会に報告いたしました。

【監査等委員会関連体制】
①　監査等委員は、取締役会をはじめ、執行役員会その他重要な会議への出席、稟議書等の重要書
類の閲覧および当社グループの国内外拠点における往査等を通じて、取締役の職務執行に対する
監査を行っております。
②　監査等委員は、取締役社長に対して定期的なヒアリングを行うほか、内部監査部門および会計
監査人と定期的に情報・意見の交換を行うなど、連携して監査の実効性と効率性を高めておりま
す。
③　監査等委員は、社外取締役との定期的な会合を開催することとし、社外取締役との情報・意見
の交換に努めております。
④　監査等委員会の職務を補助すべき兼任の使用人を１名配置し、監査等委員会の職務が円滑に遂
行できる体制を確保しております。
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⑴　連結子会社の数……６社

連結注記表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の名称……テ ィ ー オ ー ケ ー エ ン ジ ニ ア リ ン グ 株 式 会 社 、TOKYO OHKA KOGYO 
AMERICA, INC.、台湾東應化股份有限公司、TOK尖端材料株式会社、上海帝
奥科電子科技有限公司、TOKCCAZ, LLC.

　なお、当連結会計年度において、連結子会社でありました熊谷応化株式会社は当社に吸収合併されたた
め、連結の範囲から除外しております。また、プロセス機器事業分割準備株式会社および長春應化（常
熟）有限公司は譲渡したため、連結の範囲から除外しております。

⑵　非連結子会社の名称……オーカサービス株式会社
（連結の範囲から除いた理由）
　非連結子会社の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額)
等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した関連会社の会社等の数……１社

　持分法を適用した関連会社の会社等の名称
　関連会社…………………AIメカテック株式会社
　なお、当連結会計年度において、当社の執行役員がAIメカテック株式会社の社外取締役に就任したこと
から、同社を持分法適用の範囲に含めております。

⑵　持分法を適用しない非連結子会社および関連会社の会社等の名称
非連結子会社……………オーカサービス株式会社
関連会社…………………九州溶剤株式会社

（持分法を適用しない理由）
　非連結子会社および関連会社については、それぞれ連結純損益および利益剰余金等に及ぼす影響が軽微
であり、かつ全体としても重要性がないためであります。これらの会社に対する投資については、持分法
を適用せず原価法により評価しております。

３．連結子会社の事業年度に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準および評価方法

①　有価証券
　満期保有目的の債券

原価法によっております。
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　その他有価証券
・　市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっ
ております。

・　市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法によっております。

②　デリバティブ
　時価法によっております。

③　棚卸資産
　主に総平均法または先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法）によっております。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産および使用権資産を除く）

　定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は、建物及び構築物が10年から50年、機械装置及び運搬具ならびに工具、器具
及び備品が３年から８年であります。

②　無形固定資産（リース資産および使用権資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま
す。

③　リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④　使用権資産
　資産の耐用年数またはリース期間のうちいずれか短い期間に基づく定額法を採用しております。
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⑶　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③　役員賞与引当金
　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

⑷　重要な収益及び費用の計上基準
　当社グループは、主な事業内容としてエレクトロニクス機能材料や高純度化学薬品の製品の製造及び販
売を行っており、顧客に商品又は製品を引き渡した時点で収益を認識しております。ただし、国内販売に
おいては、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常である場合には、
出荷時に収益を認識しております。また、輸出販売は、主にインコタームズ等で定められた貿易条件に基
づきリスク負担が顧客に移転した時点で収益を認識しております。
　顧客との契約における対価に変動対価が含まれる取引については、当該変動対価に関する不確実性が事
後的に解消される際に、解消される時点までに計上された収益の著しい減額が発生しない可能性が高い部
分に限り、取引価格に含めております。なお、当社グループが代理人に該当すると判断したものについて
は、他の当事者が提供する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益
として認識しております。
　取引の対価は、履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間が通常１年以内であるため、重要な
金融要素は含まれておりません。

⑸　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。なお、在外連結子会社の資産および負債は決算日の直物為替相場により、収益および費用は期中
平均為替相場により、円貨に換算し、換算差額は純資産の部における「為替換算調整勘定」および「非支
配株主持分」に含めております。

－ 9 －
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⑹　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

　為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務については、振当処理を行っております。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……為替予約取引等
ヘッジ対象……外貨建金銭債権債務

③　ヘッジ方針
　為替変動によるリスクをヘッジしており、投機目的の取引は行わない方針であります。

④　ヘッジの有効性評価の方法
　為替予約取引等については、振当処理の要件を満たしているため、ヘッジの有効性評価は省略してお
ります。

⑺　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
①　退職給付に係る負債および退職給付に係る資産の計上基準

　退職給付に係る負債および退職給付に係る資産は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度
末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産を控除した額を計上しております。なお、退職
給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、
給付算定式基準によっております。
　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による
定額法により按分した額を発生した連結会計年度から費用処理しております。
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理してお
ります。
　未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部にお
けるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

②　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 10 －
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（会計方針の変更に関する注記）
時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用
　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時
価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-
２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって
適用することといたしました。
　これによる、連結計算書類に与える影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
　翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性のある会計上の見積りはありません。

－ 11 －
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受取手形 127百万円

（追加情報）

従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引
　当社は、2019年８月７日開催の取締役会決議により、当社の福利厚生制度を拡充するとともに、従業員へ
の株価上昇へのインセンティブ付与による当社の中長期的な企業価値の向上を図ることを目的として、｢信託
型従業員持株プラン｣（以下、｢本プラン」といいます｡）を導入いたしました。

⑴　取引の概要
　本プランは、｢東京応化社員持株会」(以下、｢当社持株会」といいます｡）に加入するすべての従業員を
対象とするインセンティブ・プランです。本プランでは、当社が信託銀行に「東京応化社員持株会信託｣
(以下、｢従持信託」といいます｡）を設定し、従持信託は、その設定後５年間にわたり、当社持株会が取
得すると見込まれる数の当社株式を予め取得し、当社株式を毎月一定日に当社持株会に売却します。信託
終了時点で従持信託内に株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額が残余財産として
受益者適格要件を満たす者に分配されます。なお、当社は、従持信託が当社株式を取得するための借入に
対し保証することになるため、当社株価の下落により従持信託内に株式売却損相当額が累積し、信託終了
時点において従持信託内に当該株式売却損相当の借入金残債がある場合は、当社が当該残債を弁済するこ
とになります。
　本プランは、従業員への株価上昇へのインセンティブ付与による当社の中長期的な企業価値の向上を図
ると同時に、福利厚生の増進策として、当社持株会の拡充を通じて従業員の株式取得および保有を促進す
ることにより従業員の財産形成を支援することを狙いとしています。

⑵　信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く｡）により純資産の部に自
己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額および株式数は、当連結会計年度437百万円、
105千株であります。
（注）　当社は、2024年１月１日付で普通株式１株を３株に株式分割しております。上記の株式数につ

いては、当該株式分割前の株式数を記載しております。
⑶　総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　該当事項はありません。

（連結貸借対照表に関する注記）
期末日満期手形の会計処理
　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。
　なお、当連結会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれてお
ります。
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普通株式 42,600,000株

決　　議 株式の
種　類

配当金の
総　　額
(百万円)

１株当た
り配当額

(円)
基　準　日 効力発生日

2 0 2 3 年 ３ 月 3 0 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 3,315 82 2022年12月31日 2023年３月31日

2 0 2 3 年 ８ 月 8 日
取 締 役 会 普通株式 3,317 82 2023年６月30日 2023年９月６日

①　配当金の総額 3,479,548,476円
②　１株当たり配当額 86円
③　基準日 2023年12月31日
④　効力発生日 2024年３月29日

普通株式 46,300株

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度末における発行済株式の種類および総数

（注）当社は、2024年１月１日付で普通株式１株を３株に株式分割しております。上記の株式数につい
ては、当該株式分割前の株式数を記載しております。

２．配当に関する事項
⑴　配当金支払額

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　2024年３月28日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案す
る予定であります。

（注）１．2024年３月28日開催の定時株主総会の決議による配当金の総額には、｢東京応化社員持株会信
託｣が保有する当社株式に対する配当金9,030,000円が含まれております。
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

２．当社は、2024年１月１日付で普通株式１株を３株に株式分割しております。１株あたり配当
額については、当該株式分割前の配当金の額を記載しております。

３．新株予約権に関する事項
当連結会計年度末における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の種類および数

（注）当社は、2024年１月１日付で普通株式１株を３株に株式分割しております。上記の新株予約権の
目的となる株式の数については、当該株式分割前の株式数を記載しております。
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連結貸借対照表計上額
（＊1）

時　　価
（＊1） 差　　額

⑴　有価証券及び投資有価証券
①　満期保有目的の債券 3,999 3,999 －
②　その他有価証券 20,427 20,427 －
③　関連会社株式（＊2） 1,988 6,939 4,950

⑵　長期預金 12,000 12,000 －
⑶　長期借入金 （10,000） （9,824） 175
⑷　デリバティブ取引（＊3）
ヘッジ会計が適用されていないもの （3） （3） －

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、経済環境および企業の実態に応じた適切な資本・負債構成を意識し、運転資金、設備投
資資金等の必要資金を調達しております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、｢取引先管理規程」に従い、債権管理部門が主要な取引
先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日および残高を管理するとともに、財務状況の悪化
等による回収懸念の早期把握やリスクの軽減を図っております。

有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券および業務上の関係を有する企業の株式であり、
株式については定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案し
て保有状況を継続的に見直しております。

長期借入金は支払金利の変動リスクを回避するため、固定金利での借入を行っております。
デリバティブ取引は実需の範囲内で行うこととし、投機的な取引は行わない方針であります。

２．金融商品の時価等に関する事項
2023年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。また､「現金及び預金」､「受取手
形」､「売掛金」および「支払手形及び買掛金」については、現金であることおよび短期間で決済されるた
め時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（単位　百万円）

（＊1）負債に計上されているものについては､（　）で示しております。
（＊2）関連会社株式は、持分法適用の上場関連会社株式であり、差額は当該株式の時価評価によるものです。
（＊3）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については､（　）で示しております。
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区　　分 連結貸借対照表計上額

非上場株式等 357

出資金 88

（注）市場価格のない株式等は、「(1)有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。当該金融商品の連
結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（単位　百万円）

３．金融商品の時価等および時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の3つのレ

ベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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区　　分
時　　価

レベル１ レベル2 レベル3 合　　計

有価証券及び投資有価証券
その他有価証券

株式 20,427 － － 20,427
デリバティブ取引

通貨関連 － 0 － 0
資産計 20,427 0 － 20,428

デリバティブ取引
通貨関連 － 4 － 4

負債計 － 4 － 4

区　　分
時　　価

レベル１ レベル2 レベル3 合　　計

有価証券及び投資有価証券
満期保有目的の債券

その他 － 3,999 － 3,999
関連会社株式

株式 6,939 － － 6,939
長期預金 － 12,000 － 12,000

資産計 6,939 15,999 － 22,939
長期借入金 － 9,824 － 9,824

負債計 － 9,824 － 9,824

⑴　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位　百万円）

⑵　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位　百万円）
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（注）時価の算定に用いた評価技法および時価の算定に係るインプットの説明

満期保有目的の債券
　債券の時価は、取引金融機関から提示された価格によっており、レベル２の時価に分類しておりま
す。

有価証券及び投資有価証券
　上場株式の時価は、相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されている
ため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

長期預金
　長期預金の時価は、元利金の合計額を同様の新規預入を行った場合に想定される利率で割り引いた
割引現在価値法により算定しており、レベル2の時価に分類しております。

長期借入金
　長期借入金の時価は、元利金を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定し
ており、レベル2の時価に分類しております。

デリバティブ取引
　デリバティブの時価は、取引金融機関から提示された価格に基づいて算定しており、レベル２の時
価に分類しております。
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退職給付債務の期首残高 15,548百万円
勤務費用 702百万円
利息費用 85百万円
数理計算上の差異の当期発生額 388百万円
退職給付の支払額 △767百万円
確定拠出年金制度への移行に伴う影響額 △12百万円

退職給付債務の期末残高 15,945百万円

年金資産の期首残高 13,642百万円
期待運用収益 341百万円
数理計算上の差異の当期発生額 824百万円
事業主からの拠出額 432百万円
退職給付の支払額 △648百万円

年金資産の期末残高 14,592百万円

退職給付信託の期首残高 4,734百万円
期待運用収益 11百万円
数理計算上の差異の当期発生額 65百万円

退職給付信託の期末残高 4,811百万円

（退職給付に関する注記）
１．採用している退職給付制度の概要

　当社および一部の連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、主として積立型の確定給付制度および
退職一時金制度を設けております。なお、当社において退職給付信託を設定しております。
　確定給付企業年金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金または年金を支給しております。
　退職一時金制度では、退職給付として、勤務期間等に基づいた一時金を支給しております。

２．確定給付制度
⑴ 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

（注）一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。
⑵ 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

⑶ 退職給付信託の期首残高と期末残高の調整表
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積立型制度の退職給付債務 15,734百万円
年金資産 △14,592百万円
退職給付信託 △4,811百万円

△3,668百万円
非積立型制度の退職給付債務 210百万円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △3,458百万円
退職給付に係る負債 809百万円
退職給付に係る資産 △4,267百万円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △3,458百万円

勤務費用 702百万円
利息費用 85百万円
期待運用収益 △352百万円
数理計算上の差異の当期費用処理額 153百万円
過去勤務費用の当期費用処理額 △256百万円
確定給付制度に係る退職給付費用 331百万円

過去勤務費用 △256百万円
数理計算上の差異 653百万円
合　　計 397百万円

未認識過去勤務費用 －百万円
未認識数理計算上の差異 △509百万円
合　　計 △509百万円

⑷ 退職給付債務および年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債および退職
給付に係る資産の調整表

⑸ 退職給付費用およびその内訳項目の金額

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は､「勤務費用」に計上しております。
⑹ 退職給付に係る調整額

　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

⑺ 退職給付に係る調整累計額
　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。
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債券 49%
株式 37%
その他 14%
合計 100%

債券 51%
合同運用口 48%
その他 1%
合計 100%

⑻ 年金資産および退職給付信託に関する事項
①　年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

②　退職給付信託の主な内訳
　退職給付信託合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

③　長期期待運用収益率の設定方法
　年金資産および退職給付信託の長期期待運用収益率を決定するため、現在および予想される年金資産
および退職給付信託の配分と、年金資産および退職給付信託を構成する多様な資産からの現在および将
来期待される長期の収益率を考慮しております。

⑼ 数理計算上の計算基礎に関する事項
　当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております｡）

割引率　　　　　主として0.53％
長期期待運用収益率

確定給付企業年金制度　2.50％
退職給付信託　　　　　0.25％

３．確定拠出制度
　当社および連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、当連結会計年度254百万円であります。

４．その他の退職給付に関する事項
　2023年４月に行われた積立型の確定給付制度から確定拠出年金制度への一部移行に伴う確定拠出年金制
度への負債移換額は12百万円であり、４年間で移管する予定です。なお、当連結会計年度末時点の未移換額
６百万円は、未払金および長期未払金（固定負債「その他」）に計上しております。
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（企業結合に関する注記）
会社分割及び子会社株式の譲渡
　当社は、2022年９月26日開催の取締役会において、当社の装置事業（一部を除く）（以下「対象事業」と
いいます。）を、当社が新たに完全子会社として設立する承継準備会社（以下「本件新会社」といいます。）
に吸収分割（以下「本吸収分割」といいます。）により承継させた上で、本件新会社の株式の全てをAIメカテ
ック株式会社（以下「AIメカテック」といいます。）に譲渡すること（以下「本株式譲渡」といい、本吸収分
割と合わせて「本件取引」といいます。）を内容とする株式譲渡契約を締結することを決議し、同日付で締結
いたしました。また、本吸収分割については、2023年１月10日開催の取締役会において、2023年３月１日を
効力発生日として決議し、同日付で吸収分割契約を締結いたしました。

⑴　本件取引の目的
　当社は、1940年の設立以来、研究開発型企業として最先端技術を追求し、高純度化学薬品から感光性材
料のフォトレジストの高機能化へと技術を拡大し、ファインケミカルの分野で事業を展開してまいりまし
た。
　この間、当社のコアコンピタンスである微細加工技術と高純度化技術を徹底的に磨き、競争環境の厳しい
電子材料の業界において、当社は独自のM&E（Materials and Equipment）戦略によって、半導体用フォ
トレジスト、関連する高純度化学薬品等の高機能材料だけではなく、これらに関連する塗布装置、現像装
置、灰化剥離装置等の製造装置を自社開発してきたことで競争力を維持・向上しており、係るM&E戦略の
推進は今後も当社の競争力維持・向上に資するものであると考えております。
　特に最近では、半導体業界の活況に伴い高機能材料が過去最高の売上高、営業利益をあげるとともに、装
置事業においても、半導体用シリコン貫通電極形成プロセス等に使用されるウエハハンドリングシステム
「ゼロニュートンⓇ」が３次元実装市場の発展に伴い受注を伸ばしております。また、パワー半導体需要の
拡大により、フォトレジスト灰化剥離装置であるプラズマアッシング装置の受注も増加基調で推移しており
ます。
　一方で、昨今の半導体製造装置業界においては、競争激化等を背景として技術革新のスピードが加速する
なか、高度な専門性が求められ、ビジネスリソースや事業運営の合理化および効率化が必要となっており、
当社グループといたしましては、2030年のありたい姿である「豊かな未来、社会の期待に化学で応える 
“The e-Material Global Company™”」という経営ビジョンの下、収益力・キャッシュ創出力の強化を達
成し企業価値の向上を図るため、事業の選択と集中を模索してまいりました。
　係る状況下、当社は、経営資源を中核の材料事業に集中するため、本吸収分割および本株式譲渡を通じ
て、対象事業を、微細塗布技術や高精度貼り合わせ技術をコア技術として、液晶パネル製造装置等の開発、
設計、製造、販売、アフターサービスを国内外で展開し、高度な技術力と顧客サポート力を備えた装置メー
カーであるAIメカテックに譲渡するとともに、当社の材料事業とAIメカテックに譲渡後の対象事業の協業
を行うことで、対象事業の強化および持続的成長、ならびに、当社のM&E戦略の維持および更なる発展が
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商号 プロセス機器事業分割準備株式会社
本店の所在地 川崎市中原区中丸子150番地
代表者の氏名 山本 浩貴
資本金の額 １円
純資産の額 １円
総資産の額 １円
事業の内容 半導体用・ディスプレイ用の製造装置などの各種プロセス機器の製造・販売
設立年月日 2022年12月16日

資本関係

本吸収分割の効力発生日に当社が本件新会社の発行済株式の100％を保有いた
しておりましたが、同日付で当社が保有する本件新会社の発行済株式の全て
をAIメカテック株式会社（以下「AIメカテック」といいます。）に譲渡いた
しました（以下「本株式譲渡」といいます。）。

対象事業
（a）

全事業計
（b）

比率
（a/b）

売上高 5,260百万円 175,434百万円 3.0％
営業利益 790百万円 30,181百万円 2.6％

期待されると考えたことから、本件取引を行うことを決定いたしました。
（注）「e-Material」とは「Electronic material（電子材料）」のことをいいます。

⑵　本吸収分割により新設される企業の概要

⑶　吸収分割する事業の内容および規模
　事業の内容：装置事業（一部を除く）
　事業の規模（2022年12月期）

⑷　吸収分割する事業が含まれていた報告セグメントの名称
　装置事業

⑸　本吸収分割および本株式譲渡の日程
　2023年３月１日

⑹　本吸収分割の形態
　当社を分割会社とし、本件新会社を承継会社とする簡易吸収分割です。
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資産 負債
項目 帳簿価格 項目 帳簿価格

流動資産 3,925百万円 流動負債 1,540百万円
固定資産 ２百万円 固定負債 －百万円
資産合計 3,927百万円 負債合計 1,540百万円

商号
AIメカテック株式会社
（本株式譲渡の効力発生後、2023年３月１日付で分割準備会社を吸収合併に
より承継）

本店の所在地 茨城県龍ケ崎市向陽台五丁目２番地
代表者の氏名 代表取締役　執行役員社長　阿部 猪佐雄
資本金の額 450百万円
純資産の額 7,533百万円
総資産の額 18,950百万円
事業の内容 電子部品製造装置、周辺機器の設計・製造・販売およびアフターサービス

譲渡株式数 100株（議決権所有割合100％）
譲渡価額 682百万円
譲渡損益 1,720百万円　事業譲渡損（特別損失）として計上
譲渡後の所有株式数 ０株（議決権所有割合－％）

⑺　本件新会社の資産および負債（2023年３月１日）

⑻　株式譲渡の相手先の概要（2022年12月31日）

⑼　譲渡する株式の数、譲渡価額、譲渡損益および譲渡後の持分比率

　契約の一部として条件付対価が付されており、対象事業の業績指標の水準に応じて二次譲渡価額が支払わ
れる契約でありますが、当連結会計年度では条件付対価を認識しておりません。

⑽　本件取引の会計処理の概要
　本吸収分割は「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会
計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基
づき、共通支配下の取引として処理をしております。
　本株式譲渡は「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 2013年９月13日）及び「企業結合
会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）
に基づき処理をしております。
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合計

売上高

エレクトロニクス機能材料 87,799

高純度化学薬品 71,992

その他 2,477

顧客との契約から生じる収益 162,270

その他の収益 －

外部顧客への売上高 162,270

連結貸借対照表計上額

　顧客との契約から生じた債権 33,898

　契約負債 4,097

（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。
（単位　百万円）

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関す
る注記）４．会計方針に関する事項 ⑷重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
⑴　契約負債の残高等

（単位　百万円）

　契約負債は主に、製品の引渡前に顧客から受け取った対価であり、収益の認識に伴い取り崩されます。連
結貸借対照表上、流動負債の「前受金」および「その他」、固定負債の「その他」に含まれております。
　当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高が含まれている金額に重要性はあり
ません。また、当連結会計年度において、過去の期間に充足した履行義務から認識した収益の額には重要性
はありません。
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１．１株当たり純資産額 1,516円99銭
２．１株当たり当期純利益 105円10銭

⑵　残存履行義務に配分した取引価格
　当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、残存履行義務
に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれて
いない重要な金額はありません。

（１株当たり情報に関する注記）

（注）１．｢東京応化社員持株会信託」が保有する当社株式を、｢１株当たり純資産額」の算定上、期末発行
済株式総数から控除する自己株式に含めております（当連結会計年度　315千株)。
　また、｢１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に
含めております（当連結会計年度　400千株)。

２．2024年１月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。
　そのため、当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産、１
株当たり当期純利益および自己株式数を算定しております。

（重要な後発事象に関する注記）
（株式分割）
　当社は、2023年10月６日開催の取締役会において、以下のとおり、株式分割を行う旨の決議をしておりま
す。
１．株式分割の目的
　株式分割を行い、投資単位当たりの金額を引き下げることにより、より投資しやすい環境を整え、当社株
式の流動性の向上および投資家層の拡大を図ることを目的としております。
２．株式分割の概要
(１)分割の方法
　2023年12月31日（同日は株主名簿管理人の休業日につき、実質的には2023年12月29日）を基準日と
し、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有する普通株式１株につき、３株の割合をもって
分割いたしました。
(２)分割により増加する株式数
株式分割前の発行済株式総数　　　 42,600,000 株
今回の分割により増加する株式数　 85,200,000 株
株式分割後の発行済株式総数　　　127,800,000 株
株式分割後の発行可能株式総数　　500,000,000 株
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(３)分割の日程
基準日公告日　2023年12月15日
基準日　　　　2023年12月31日
効力発生日　　2024年１月１日

　なお、「１株当たり情報に関する注記」は、当該株式分割が当連結会計年度の期首に行われたと仮定して
算出しております。
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．有価証券の評価基準および評価方法
⑴　満期保有目的の債券

　原価法によっております。
⑵　子会社株式および関連会社株式

　移動平均法による原価法によっております。
⑶　その他有価証券

①　市場価格のない株式等以外のもの
　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によってお
ります。

②　市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法によっております。

２．デリバティブの評価基準および評価方法
　時価法によっております。

３．棚卸資産の評価基準および評価方法
　主に総平均法および先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）によっております。

４．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は、建物および構築物が10年から50年、機械及び装置ならびに工具、器具及び備
品が３年から８年であります。

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

⑶　リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

５．外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。
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６．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

⑶　役員賞与引当金
　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

⑷　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき
計上しております。
①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による
定額法により按分した額を発生した事業年度から費用処理しております。
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

７．収益及び費用の計上基準
　当社は、主な事業内容としてエレクトロニクス機能材料や高純度化学薬品の製品の製造及び販売を行って
おり、顧客に商品又は製品を引き渡した時点で収益を認識しております。ただし、国内販売においては、出
荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常である場合には、出荷時に収益を
認識しております。また、輸出販売は、主にインコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負担が
顧客に移転した時点で収益を認識しております。
　取引の対価は、履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間が通常１年以内であるため、重要な金
融要素は含まれておりません。
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ヘッジ手段……為替予約取引等
ヘッジ対象……外貨建金銭債権債務

８．ヘッジ会計の方法
⑴　ヘッジ会計の方法

　為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務については、振当処理を行っております。
⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象

⑶　ヘッジ方針
　為替変動によるリスクをヘッジしており、投機目的の取引は行わない方針であります。

⑷　ヘッジの有効性評価の方法
　為替予約取引等については、振当処理の要件を満たしているため、ヘッジの有効性評価は省略しており
ます。

９．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
⑴　退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連
結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

⑵　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（会計方針の変更に関する注記）
時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用
　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時
価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項
に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用
することといたしました。
　これによる、計算書類に与える影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
　翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼす可能性のある会計上の見積りはありません。
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（追加情報）
従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引
　当社は、2019年８月７日開催の取締役会決議により、当社の福利厚生制度を拡充するとともに、従業員へ
の株価上昇へのインセンティブ付与による当社の中長期的な企業価値の向上を図ることを目的として、｢信託
型従業員持株プラン｣（以下、｢本プラン」といいます｡）を導入いたしました。

⑴　取引の概要
　本プランは、｢東京応化社員持株会｣（以下、｢当社持株会」といいます｡）に加入するすべての従業員を
対象とするインセンティブ・プランです。本プランでは、当社が信託銀行に「東京応化社員持株会信託｣
(以下、｢従持信託」といいます｡）を設定し、従持信託は、その設定後５年間にわたり、当社持株会が取
得すると見込まれる数の当社株式を予め取得し、当社株式を毎月一定日に当社持株会に売却します。信託
終了時点で従持信託内に株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額が残余財産として
受益者適格要件を満たす者に分配されます。なお、当社は、従持信託が当社株式を取得するための借入に
対し保証することになるため、当社株価の下落により従持信託内に株式売却損相当額が累積し、信託終了
時点において従持信託内に当該株式売却損相当の借入金残債がある場合は、当社が当該残債を弁済するこ
とになります。
　本プランは、従業員への株価上昇へのインセンティブ付与による当社の中長期的な企業価値の向上を図
ると同時に、福利厚生の増進策として、当社持株会の拡充を通じて従業員の株式取得および保有を促進す
ることにより従業員の財産形成を支援することを狙いとしています。

⑵　信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く｡）により純資産の部に自
己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額および株式数は、当事業年度437百万円、105
千株であります。
（注）　当社は、2024年１月１日付で普通株式１株を３株に株式分割しております。上記の株式数につ

いては、当該株式分割前の株式数を記載しております。
⑶　総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　該当事項はありません。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 88,198百万円

短期金銭債権 13,669百万円
短期金銭債務 959百万円

受取手形 127百万円

売上高 40,321百万円
仕入高 3,884百万円
営業取引以外の取引高 3,922百万円

（貸借対照表に関する注記）

２．関係会社に対する金銭債権・債務

３．期末日満期手形
期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。
なお、当事業年度の末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれており

ます。

（損益計算書に関する注記）
１．関係会社との取引高

営業取引による取引高
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株式の種類 当事業年度期首 増　　加 減　　少 当事業年度末

普通株式 2,321,258株 314株 76,438株 2,245,134株

単元未満株式の買取による増加 314株

ストックオプションの行使による減少
譲渡制限付株式報酬制度による減少
｢東京応化社員持株会信託」から「東京応化社員　
持株会」への売却による減少

11,300株
15,738株
49,400株

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類および株式数に関する事項

（注）１. 当社は、2024年１月１日付で普通株式１株を３株に株式分割しております。上記の株式数につい
ては、当該株式分割前の株式数を記載しております。

2. 当事業年度末の自己株式数には、｢東京応化社員持株会信託」が保有する当社株式105,000株が含
まれております。

3. 変動事由の概要
　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　減少数の内訳は、次のとおりであります。
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繰延税金資産
賞与引当金損金不算入 710百万円
投資有価証券評価損 295百万円
出資金評価損 164百万円
退職給付引当金損金不算入 291百万円
棚卸資産評価損損金不算入 164百万円
減損損失 222百万円
貸倒引当金損金不算入 28百万円
未払事業税否認 37百万円
その他 835百万円
繰延税金資産小計 2,748百万円
評価性引当額 △870百万円
繰延税金資産合計 1,878百万円

繰延税金負債
圧縮記帳積立金 △157百万円
その他有価証券評価差額金 △3,850百万円
その他 △39百万円
繰延税金負債合計 △4,047百万円

繰延税金負債の純額 △2,168百万円

法定実効税率 30.4％
（調整）

永久に益金に算入されない受取配当金 △8.7％
試験研究費控除 △4.5％
その他 3.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 20.2％

（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

（リースにより使用する固定資産に関する注記）
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両運搬具の一部については、所有権移転外ファイナンス・リー
ス契約により使用しております。
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①　退職給付債務 △15,734百万円
②　年金資産 14,592百万円
③　退職給付信託 4,811百万円
④　未積立退職給付債務（①＋②＋③） 3,668百万円
⑤　未認識過去勤務費用 －百万円
⑥　未認識数理計算上の差異 509百万円
⑦　前払年金費用 4,359百万円
⑧　退職給付引当金（④＋⑤＋⑥－⑦） △181百万円

①　勤務費用 627百万円
②　利息費用 85百万円
③　期待運用収益 △352百万円
④　過去勤務費用の費用処理額 △256百万円
⑤　数理計算上の差異の費用処理額 153百万円
⑥　退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤） 256百万円
⑦　その他 130百万円
　合　計（⑥＋⑦） 387百万円

①　退職給付見込額の期間配分方法 給付算定式基準
②　割引率　　　　　　　　　主として 0.53％
③　期待運用収益率

確定給付企業年金制度 2.50％
退職給付信託 0.25％

④　過去勤務費用の額の処理年数   10年（発生した事業年度から償却）
⑤　数理計算上の差異の処理年数   10年（発生の翌事業年度から償却）

（退職給付に関する注記）
１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、従業員の退職給付に充てるため、主として積立型の確定給付制度および退職一時金制度を設けて
おります。なお、当社において退職給付信託を設定しております。
　確定給付企業年金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金または年金を支給しております。
　退職一時金制度では、退職給付として、勤務期間等に基づいた一時金を支給しております。

２．退職給付債務に関する事項

３．退職給付費用に関する事項

　（注）｢⑦その他」は、確定拠出年金への要拠出額であります。
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
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属 性 会 社 等 の 名 称
議決権等の
所有（被所
有 ） 割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取 引

金 額 科　目 期 末
残 高

子 会 社 TOKYO OHKA KOGYO
AMERICA, INC.

（所有）
直接

100％

当 社 製 品 の
販 売
役 員 の 兼 任
資 金 援 助

当 社 製 品 の
販 売 7,150 売 掛 金 2,793

資 金 の 貸 付 2,112
関係会社
長 期
貸 付 金

2,112

貸 付 利 息 76 － －

子 会 社 台湾東應化股份有限公司
（所有）
直接

70％

当 社 製 品 の
販 売
役 員 の 兼 任

当 社 製 品 の
販 売 15,547 売 掛 金 4,305

子 会 社 TOK尖端材料株式会社
（所有）
直接

90％

当 社 製 品 の
販 売
役 員 の 兼 任

当 社 製 品 の
販 売 15,723 売 掛 金 4,996

（関連当事者との取引に関する注記）
子会社および関連会社等

（単位　百万円）

取引条件および取引条件の決定方針等
（注）１. 製品の販売価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示して、価格交渉

の上決定しております。
２. 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。返済条件は期間

２年以内となっており、当該会社と個別に交渉し決定しております。なお、担保は受け入れてお
りません。
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１．１株当たり純資産額 1,202円74銭
２．１株当たり当期純利益 85円13銭

（収益認識に関する注記）
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、｢（重要な会計方針に係る事項に関す
る注記）　７．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（１株当たり情報に関する注記）

（注）１．｢東京応化社員持株会信託」が保有する当社株式を、｢１株当たり純資産額」の算定上、期末発行
済株式総数から控除する自己株式に含めております（当事業年度　315千株)。
　また、｢１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含
めております（当事業年度　400千株)。
２．2024年１月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。
　そのため、当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産、１
株当たり当期純利益および自己株式数を算定しております。

（重要な後発事象に関する注記）
（株式分割）
　当社は、2023年10月６日開催の取締役会において、以下のとおり、株式分割を行う旨の決議をしており
ます。
１．株式分割の目的
　株式分割を行い、投資単位当たりの金額を引き下げることにより、より投資しやすい環境を整え、当社株
式の流動性の向上および投資家層の拡大を図ることを目的としております。
２．株式分割の概要
(１)分割の方法
　2023年12月31日（同日は株主名簿管理人の休業日につき、実質的には2023年12月29日）を基準日と
し、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有する普通株式１株につき、３株の割合をもって
分割いたしました。
(２)分割により増加する株式数
株式分割前の発行済株式総数　　　 42,600,000 株
今回の分割により増加する株式数　 85,200,000 株
株式分割後の発行済株式総数　　　127,800,000 株
株式分割後の発行可能株式総数　　500,000,000 株
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(３)分割の日程
基準日公告日　2023年12月15日
基準日　　　　2023年12月31日
効力発生日　　2024年１月１日
　なお、「１株当たり情報に関する注記」は、当該株式分割が当事業会計年度の期首に行われたと仮
定して算出しております。
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